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投資家の利便性を向上させる目的で、次の措置が講じられます。

①上場株式等の配当所得等又は譲渡所得等に係る確定申告書の添付書類のうち特定口座年間取引報告書について、原本添付

以外に、金融機関が提供する電子交付を利用して印刷した書面の添付も認められるようになります。

②特定保管勘定等の設定・廃止をする場合に提出する特定口座異動届出書について、マイナンバーの記載が不要となります。

平成２９年度 税制改正解説
所得課税～確定申告書に添付する特定口座年間取引報告書の範囲の拡大

〇平成31年分以後の所得税及び平成32年度分以後の個人住民税について適用される。

１．改正の概要

２．今後の注目点

上記②（特定口座異動届出書へのマイナンバーの記載を不要とする措置）の適用開始時期
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